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はじめに 

 

 本報告書は、那覇市と沖縄リサイクル運動市民の会により、当機構の草の根技術協力事業

（地域提案型）として提案され、平成 20 年度採択された、「固形廃棄物 3R 啓発活動推進プロ

グラム【那覇モデル】の企画・運営」に関し、事業の質を高めるために、対象国における協力ニ

ーズの確認や関係者との協議を行うと共に、当該案件に係る実施体制を確認することを主な

目的として行った事前調査の報告書です。 

 同調査団は、平成 20 年 5 月 12 日から 5 月 22 日までの日程でベトナム、マレーシアを訪問

し、対象案件の協力機関への現状聞き取り調査や協議、関連施設訪問を行いました。 

 本報告書により、草の根技術協力事業、特に廃棄物分野における事業の計画・立案に参考

としていただければ幸甚です。 

 なお、現地において数々のご指導とご協力をいただきました関連機関のみなさまに深甚なる

敬意を表す次第です。 

 

平成 20 年 5 月 

独立行政法人国際協力機構 

沖 縄 国 際 セ ン タ ー 

所 長  木 下  俊 夫 
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Ⅰ．調査の概要 

Ⅰ-1．派遣の経緯と目的 

（1）派遣の経緯 

 平成 19年度、沖縄リサイクル運動市民の会は、沖縄県那覇市と連携して、草の根技術協力

事業（地域提案型）「固形廃棄物 3R 啓発活動推進プログラム【那覇モデル】の企画・運営」を

提案、ベトナム、マレーシアを対象国とし、研修員受入と専門家派遣による 3R 啓発推進人材

育成のための事業内容で平成 20 年度の採択内定を受けている。 

 本調査団は、①島嶼県である沖縄で過去 20 年間実施してきた 3R 啓発やリサイクル事業の

試行錯誤の経験を持つ実施団体による現地の実情に合致した効果的な研修内容を策定する

ため、また、②相手国関係機関との事前協議等、案件の円滑かつ迅速な開始に資するため

に実施することとなった。 

 

（2）調査の目的 

「固形廃棄物3R啓発活動推進プログラム【那覇モデル】の企画・運営」の研修内容を策定する

ために必要な、対象国における協力ニーズの確認及び関係機関との協議を目的とする。 

 

（3）調査項目 

主な調査項目は以下のとおり。 

1.相手国関係機関への事業の枠組みについての理解 

2.在外事務所、技術協力プロジェクトとの協議・調整 

3.現地の実情に合わせた研修科目構成のための情報収集（別添 3：調査項目表参照） 

 

Ⅰ-2．調査団の構成 

団長：古我知 浩（沖縄リサイクル運動市民の会代表） 

テクニカルアドバイザー：湧田 廣（沖縄リサイクル運動市民の会 前那覇市役所） 

業務調整：串間 武志（JICA 沖縄 市民参加協力調整員） 
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Ⅰ-3．調査日程 

＜現地渡航期間：2008年5月12日～5月22日、11日間＞ 

Appraisal mission for JICA Partnership Program (JPP) on "The Project for Plan and Operation 

of the Program to Promote Awareness for 3R of Solid Waste (Naha City Model)" 

月 日 曜日 訪問先 都市名 

5月12日 月 沖縄11：20発→成田14：00着（NH2158)  

成田18：15発→ハノイ21：50着（JL751) 

ハノイ空港→ホテル 

ハノイ市 

5月13日 火 9：00～ ホテル発 

9：30～ JICAベトナム事務所 

    -所長表敬 

    -JICA事業説明（環境） 

    -JICA事業説明（JOCV） 

  12：00～ 昼食 

13：30～ プロジェクト訪問 

「ハノイ市3Rイニシアチブ活性化支援プロジェクト」 

ハノイ市 

5月14日 水 8：20～ ホテル発 

9：20～ ハノイ空港着 

10：20～ ハノイ10:20発→ダナン11:35着（VN315） 

11：50～ ダナン→ホイアン 

12：50～ 昼食(松本隊員との意見交換会） 

14：00～ ホイアン市天然資源･環境局との協議 

15：00～ ホイアン市公共土木工事公社との協議 

ホイアン市

5月15日 木 終日：ホイアン市内プロジェクト関連分野施設等の視

察 

   -家庭ごみ捨て方法の確認、 

   -最終処分場、 

   -スカベンジャーの実態 等 

夕方：ホイアン伝統工芸村(ガラス工場見学、沖縄電

力） 

ホイアン市

5月16日 金 6：30～ ホテル発 

7：10～ ダナン空港着 

8：10～ ダナン8:10発→ハノイ9:20着（VN310) 

9：30～ ハノイ空港→JICAベトナム事務所 

10：30～ JICAベトナム事務所(調査報告） 

ホイアン市

 

ハノイ市 

5月17日 土 11：00～ ホテル発 

12：00～ ハノイ空港着 

14：10～ ハノイ14:10発→クアラルンプール18:35着

（MH753) 

21：15～ クアラルンプール21:15発→コタキナバル

23:50着（MH064) 

24：00～ コタキナバル空港→ホテル 

コタキナバ

ル市 
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5月18日 日 10：00～  コタキナバル市内（廃棄物拠点回収所、分

別回収所、EACの啓発活動視察） 

13：00～  コタキナバル戻り 

コタキナバ

ル市 

5月19日 月 10：00～  SMK Tamparuli訪問 (有機農場) 

13：00～  コタキナバル戻り 

コタキナバ

ル市 

5月20日 火 14：15～  EAC Office, Wisma Budayaでの協議 

16：30～  BBECⅡ訪問 

コタキナバ

ル市 
5月21日 水 09：00～ プナンパン郡役場との協議 

10：30～ SM St. Michael Penampang,訪問 

12：30～ 昼食 

14：00～ ホテル戻り、EACとの協議 

16：00～ ホテル発 

17：00～ コタキナバル空港着 

18：05～ コタキナバル18：05発→クアラルンプール

20：30着（MH703) 

22：50～ クアラルンプール22：50発→成田06：55着

（JL724） 

－ 

5月22日 木 6：55～ 成田着 

成田→羽田 

10：25～ 羽田10：25発→沖縄12：55着（JL911） 

－ 
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Ⅱ．調査の結果 

Ⅱ-1．総括 

ベトナムは国家環境保護戦略において、「2020年までに資源の循環的利用率30％」の達成

を目標に掲げている。また、マレーシアの廃棄物管理国家戦略計画（NSP）では、「2020 年ま

でにリサイクル率22％」を目標に掲げている。日本も環境省が3Rイニシアチブを推進しており、

JICA においても重点分野として、ベトナムでは「生活・社会面での改善」分野で、「環境」を挙

げ、マレーシアにおいては、「環境と持続的開発」を挙げており、両国の政策と JICA の援助方

針と本プロジェクトの整合性は十分に取れている。 

 3R 啓発事業推進の人材育成を目的とする本事業では、沖縄のこれまでの取り組みや仕組

みを理解し、その優位点や課題をまとめ、自国において実践することを最終目標とし、本邦研

修とともに、専門家派遣により研修のフォローアップを行う。外部条件である帰国研修員の人

事異動が頻繁になければ、本手法で概ね成果を出すことが可能であることが確認できた。 

 研修員の選定と研修内容についてのすり合わせを本調査団で行い、関係機関との共通理

解を得た。特に、研修内容について、ベトナム・ホイアン市においては、資源ゴミは民間の手に

よってほとんど循環しており、ゴミの約 6 割を占める生ゴミを重視した分別に係る啓発事業及

び行政政策についての研修が重要であること、マレーシア・プナンパン郡については、ゴミを

排出する市民への啓発事業及び学校等での環境教育の充実についての研修が重要である

ことを確認した。 

 ベトナム・ホイアン市においては、2009 年 3 月にフランスの協力によりコンポスト工場が完成

する見込みで、生ゴミの分別回収についての社会的ニーズは高まっている。また分別回収の

実現により、ゴミの総量の削減の達成については成果が見込まれる。 

 マレーシア・プナンパン郡においても、将来の人口増加の伴う最終処分場の不足やリサイク

ルが進まないことによる社会的負担の増加についての住民への啓発を進めてゴミを削減する

ことや、学校教育現場での廃棄物に関する環境教育の推進についての高いニーズが認めら

れ、本プロジェクトの協力により波及効果が期待できる。 

 両国とも、最終処分場の整備や貧困層への対応など廃棄物をめぐる課題は多数あるものの、

今回の調査を踏まえ、我々のプロジェクト目標である啓発事業のための人材育成を達成する

ために本邦研修では下記の点を重点的に行うこととした。 

 

● ごみ減量を主体とした、環境教育のプログラム開発の手法について理解する。 

● 日本の環境行政のしくみについて理解し、自国で解説できる。 

● 住民啓発の手法として、クリーン指導員などの制度や人材育成について紹介すると同

時に、自国における住民の組織化プランを練る。 

● 生ゴミの資源化方法について理解を深め、自国で実施する場合の注意点をまとめる。 
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Ⅱ-2．協議内容 

（1）ベトナム 

2008 年 5 月 13 日（火） 

訪問先：JICA ベトナム事務所 

面談者：中川所長、竹内次長、小島企画調査員（環境）、松本隊員、Mr.Hien、Mr.Son（ホイアン

市天然資源環境局・DONRE） 

内容：ベトナム事務所への調査及びプロジェクト内容報告と協議の後、ハノイ市 3R イニシアチ

ブ活性化プロジェクトの概要説明を受ける。同プロジェクトは、「国家環境保護戦略」の2020年

までに資源の循環的利用率目標値 30％があること、日本も 3R イニシアチブを進めていること

から協力が開始された。ハノイ市のゴミはその多くが生ゴミである。そこで、プロジェクトでは、

家庭から出るゴミを分別回収してコンポスト化を中心とした循環型社会形成を目指している。

具体的には①家庭の生ゴミをコンポストへ持っていき野菜を育てるなどの循環のモデル作り、

②市民へのゴミの分別に関する啓発、③青年団、婦人会やゴミ回収者が分別についての指

導を行うスマイルチェック、④3Rスターズといわれる行政、市民、有識者によるステークホルダ

ー委員会の組織、⑤モデル校 3 校における環境教育（テキストと指導要領を作成）、⑥3R 

Volunteers といわれる大学生 120-130 名による 3R 啓発推進などに取組んでいる。 

 中川所長から、日本と関係の深く、沖縄と文化的共通点があるホイアン市において、3R啓発

活動を進めていく本プロジェクトに期待が述べられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑JICA ベトナム事務所での協議       ↑小島企画調査員、松本隊員ブリーフィング   ↑ホイアン市天然資源局との協議 

 

 

訪問先：ハノイ市 3R イニシアチブ活性化支援プロジェクト 

面談者：Mr.Pham（Director of Environmental Technique Consultation Center,URENCO） 

    Mr.Tran（Project Facilitator） 

内容：都市環境公社の Mr.Pham からプロジェクトの説明を受けたあと、ハノイ市コンポストプラ

ント（スペインの協力）を視察した。同プラントでは、一日 200ｔのゴミが回収されている。月に

3000ｔのゴミから 600ｔの肥料が生産されている。21 日間でゴミから発酵を経て肥料となる。生

産した肥料は全て完売している。人件費に一日一万円ほどかかり、分別されて回収していれ

ば人件費を抑えることができるとのことであった。コンポストプラント視察の後、家庭からのゴミ

の排出状況、ゴミの収集作業現場を確認した。家庭では、プロジェクトにより 3 層の構造を持

つプラスチック容器が生ゴミ回収のために配布されており、非常によく分別され、拠点回収場

所に集積されていた。またハノイ市内では頻繁にゴミ回収と町の清掃をしているところを見か

け、きれいな街づくりに努めていることが見受けられた。 



7 

 

↑URENCOからプロジェクト説明          ↑コンポストプラント                   ↑完成した肥料 

↑ハノイ市内の分別拠点回収所         ↑各家庭には 3層からなる生ゴミ用容器が配布  ↑集積された生ゴミ 

 

 

2008 年 5 月 14 日（水） 

訪問先：ホイアン市天然資源環境局 

面談者：Mr.Hien（天然資源環境局長） 

  Mr.Son、Mr.Quang、Ms.Phuong（天然資源環境局職員） 

  Mr.Trinh（チャム島海洋保全地区・Community Development Research） 

内容： 

＜ホイアン市の地域概要＞ 

ホイアン市は 13 地区から構成されており、総面積は 61,453 ㎢の地方都市である。このうち、

旧市街を含む主要地区は 3地区あり、この 3地区の総面積は 2,574 ㎢とホイアン市全体のわ

ずか 4％ながら、人口は 22,534 名、全体（約 87,000 名）の 27％を占めている。また、この主要

地区はホテルやレストランが集中して建ち並び、人口密度の上昇に伴う環境汚染（ゴミ・廃水

処理問題）が深刻化しつつある。 

 

＜ホイアン市の経済政策＞ 

 ホイアン市は、「エコの町」を謳っており、都市、生態、文化、観光の 4 つの経済政策のキー

ワードを掲げている。そのため、環境保全（特にゴミ処理、廃水処理、大気汚染対策など）を推

進し、観光の発展を目指すべく、文化遺産の維持管理および自然に優しい町づくりを確立しな

ければならない。 

 

＜ゴミの状況＞ 

ホイアン市は、100 万人の観光客があり、一人当たり平均 2.5 日滞在するため、観光客を平

均して足すと、合計 12万人分のゴミが出る計算となる。現在のゴミの排出量は 1日あたり、75
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ｔあると見込まれ、60％が収集されているが、40%は家庭内で自己処理（道路や川に）投棄す

る」「埋める」「燃やす」「家畜の餌」などで処理）されている。事業系ゴミが 12.9％、生活系のゴ

ミが 64%、医療系廃棄物が 7.1%、その他が、16%ある。 

 

＜ゴミの回収について＞ 

 現在のごみ収集方法は、毎日朝8時（世界遺産地区と市場では一日2回）にゴミ収集車が回

収し、車の入れない狭い路地にはカートでの回収を行っている。１年半前からホイアン旧市街

（世界遺産地区）が含まれている 3 地区で 2 種分別回収が始まり、その後、残り 10 地区にお

ける分別回収を実施すべく、住民に対してトレーニングを行っている。回収した一日あたりのゴ

ミは、45ｔで、分別はなくそのまま最終処分場へ運ばれる。最終処分場では、更に資源化でき

るビニール袋やプラスチック系のゴミの抜き取りがされている。 

 

＜現在の環境対策＞ 

 ベトナム政府の国家環境保護戦略の「2020 年までの資源の循環的利用率 30%」目標があり、

それに基づき、ホイアン市独自の政策が求められている。ホイアン市では、これまで分別収集

に取組んできたものの、計画はうまく機能していない（以前に２種分別を実施したが、コンポス

ト工場がなく分別しても最終的には同じ処分場に投棄されていたため住民の不信感をかい、

断念した）。しかしながら、フランスの有償資金協力（VINCI による実施）により、排水処理施設

とともに、2009年3月までにコンポスト工場（一日当り60ｔ）、医療廃棄物焼却施設（一日あたり

30 ベッド分）の完成が見込まれている（2008 年 8 月着工開始）。 

 

＜今後の対策＞ 

このため、これらの施設を機能させるためにも、①ゴミの 2 種分別の実施、②有機系のゴミ

のコンポスト化にかかる住民の理解と協力は不可欠であり、そのための啓発活動は最大の課

題となっている。 

 

＜環境局の要望＞ 

本研修において、期待すべく実習内容と習得技術について、 

１． 住民に対する啓発を行うが、住民の理解を得ることは難しい。そのため、ゴミの分別を成

功させる秘訣として、具体的な啓発方法を習得し、実践したい。例としては、沖縄をはじめ

とする日本の環境教育手法を学び、ホイアンで展開したい。 

２．環境政策を確立するために、環境保全規約、条例などを制定するためのシステム作り、政

策立案方法などを習得したい。 

 

 

訪問先：VINCI 

面談者：Ms.Clementine LAUNE（Financial and Administrative Manager） 

内容：本プロジェクトは、フランスの有償資金協力による大規模な排水処理施設、排水ネットワ

ーク構築のプロジェクトである。排水とともにゴミの問題にも対処するため、1 日 60ｔの処理能

力を持つコンポストプラント、医療廃棄物の焼却施設（一日30ベッド分）の建設が2008年 8月

に着工、2009 年 3 月に完成することが確認された。 
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訪問先：ホイアン市人民委員会 

面談者：Mr.Bay（副市長・環境政策担当） 

    Mr.Dung（副市長・観光/工業担当） 

内容：ホイアン市人民委員会を表敬。副市長の Mr.Bay から、ホイアン市と協力していただくこ

とがありがたい。日本は発展しており、ベトナムは日本の 50 年前と同じ状況である。色々な日

本の経験をベトナムのために活かして欲しいとの謝辞が述べられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑世界遺産のホイアン市の町並み        ↑ホイアン市天然資源環境局           ↑天然資源環境局との協議             

 

 

 

 

 

 

 

 

↑ごみ回収状況                   ↑最終処分場                     ↑資源ごみはほとんどない 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑フランスによる排水分野協力の事務所   ↑ホイアン市の市場（週 2回ゴミを回収）   ↑ホイアン市天然資源局長と調査団 
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（2）マレーシア 

2008 年 5 月 18 日（日） 

訪問先：Gaya Street 市場～市内ごみ集積場～拠点回収所～資源物回収所（SM Tsung Tsin 

SABAH）～市内レストラン 

面談者：Ms.Zahrah（EAC, Project Manager） 

内容：コタキナバル市内の毎週日曜日に開催される市場を見学。各店頭の前にはゴミ箱が設

置されている。この取り組みはコタキナバル市役所、EAC が協働で進めてきたものである。ま

た、レストランでは客の食べたものの散乱が見られたため、同じくコタキナバル市と協働で、い

くつかのレストランで、各テーブルの下にゴミ箱を置く取り組みを実施している。 

市内では週 3 回（地域によって曜日は異なる）ゴミを回収しており、一家庭当り平均で年間

1,080円の料金を徴収している（商業地や村落部など地域によって料金も異なる）。集積された

ゴミは市雇用の職員の手作業により分別が行われている。ゴミの収集には市民から、におい

などの苦情があるため、深夜か、朝早く回収がなされている。コタキナバル市内では、住宅地

では 1 件ごとにゴミ箱が設置されており、商業地や団地、アパートでは拠点回収が実施されて

いる。また、拠点回収場所のいくつかで洗車場が併設されており、「ゴミを捨てた後は洗車をし

よう」との取り組んでおり、一定の効果を挙げている。また、洗車場のスタッフがゴミ拠点回収

場所も清掃してくれるため、洗車場が併設されていない他の場所よりも清潔な状態であった。 

資源物の回収については、中学校、納税所、住宅街の公園の付近に資源物回収場所が設

置され、学校では生徒の家庭の資源ゴミを分別回収しており、その収益は学校の資金となり、

環境教育に利用されている。EAC はこの学校にて生ゴミについての環境教育を指導している。

また、納税所に併設された資源物回収所では、市民が必ず立ち寄る場所での回収が実施さ

れている。住宅街付近の資源物回収所では、その地域4つのコミュニティとNGOとの合意で、

資源回収物による利益は、人工透析者を支援する NGO の活動に当てられている。このように

様々な方法で回収率を上げる取り組みがなされているものの、市民の分別の意識は浸透して

おらず、ゴミを排出する市民への啓発のニーズが高いことが実感できた。 

↑ガヤ通り日曜市のゴミ箱         ↑コタキナバル市内のゴミ箱          ↑レストランの机の下のゴミ箱 

↑商業地域の拠点回

収所            ↑集合住宅地域での拠点回収所       ↑洗車場が併設された拠点回収所 
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↑レストランのゴミ箱                ↑机の上にゴミ箱に捨てるよう案内している  ↑ポイ捨て禁止条例の案内 

 

↑集合住宅地域での拠点回収所       ↑住宅地域の資源物回収所          ↑紙、プラスチック、アルミニウム回収 

 

↑学校敷地内の分別回収所         ↑住宅地域の分別回収所           ↑収益は NGOの活動支援に使用される 

 

 

2008 年 5 月 19 日（月） 

訪問先：SMK Tamparuli 

面談者：Dr.Sarkauvi（Senior Assistant）ほか、学校関係者 5名 

    Mr.Victor（EAC Management Group）ほか、EAC 関係者 4名 

内容：コタキナバル市内の生徒数 1,600 名の連邦政府立の中高等学校（13 歳～18 歳まで）を

訪問。歓迎会があり、学校での環境教育、EAC テクニカルアドバイザーの講演、伝統舞踊紹

介、調査団植樹祭、生徒から調査団への質疑応答などが行われた。 

マレーシアの環境教育は、1974 年の Environmental Quality Act を受けて、教育省により

1975 年から始められている。サバ州においては、環境保護局により、1998 年から進められて

いる。マレーシアの環境教育は、散乱ゴミ、水質汚染、大気汚染、生物多様性の低下の諸問

題に対して取り組んでいく方針がある。 
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正規の環境教育では、教育省によって、1998 年、小・中高等学校での“EE across the 

curriculum”というカリキュラムが制定された。教材として環境教育ガイドブックも出されたもの

の、内容は不十分であった。サバ州においても、意欲のある校長と教師のいる一部の学校で、

リサイクルなどの環境教育が行われていたのみであった。2005 年、サバ州教育局は JICA の

協力により、“Learning Through Friends of Environment”という教師のための環境教育ガイドブ

ックを策定し、この教師育成プログラムは、BBEC（ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラ

ム）、SEEN（サバ州環境教育ネットワーク）、JICA、政府機関、NGO により実施されている。 

ノンフォーマル教育では、多くの政府機関と NGO により環境教育やマレーシア環境週間で

の環境イベントが進められている。また、学校教育現場での環境教育への参加を進めるため、

SERASI という、州レベルでの環境教育コンペティションが行われている。同様の取り組みは、

“Sekolah Lestari”という、国レベルでも実施されている。 

同校においては、2002 年、リサイクルキャンペーン、Nature Club（SERASI に参加、2006 年

Best Environmental Awareness program を受賞）、教育局との連携による環境教育キャンペー

ン、EAC との協働による有機農業プロジェクト指導者育成などを実施している。 

 

↑環境教育プロジェクトの紹介          ↑歓迎式典（伝統文化紹介）         ↑植樹 

 

↑環境教育プレゼンテーション         ↑コンポスト                    ↑集合写真 
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訪問先：モンカボン地区 

内容：EAC が中心となって取り組んだ貧困地域の水上生活者居住地域における啓発活動を

見学した。多くの住民が 18,000 円以下の収入である同地区では、ゴミ回収の費用が払えない

ため、収集車が入らず、水辺にゴミを捨てる習慣もあり、散乱ゴミであふれていた。そこで、

EAC では、ポスターを作製し、大学生などを巻き込み散乱ゴミについての啓発のキャンペーン

を実施した。2006 年からゴミを捨てたものには 15,000 円の罰金が科されることになり、地域の

いたるところに垂れ幕で啓発されているが、いまだ都市部も村落部もこの条例は浸透していな

いようであった。 

 

↑水上生活者の集落             ↑川にゴミが散乱している          ↑集落にある川をきれいにという看板 

 

 

訪問先：Kayu Madang Land Fill（コタキナバル市、コタベルア郡、トゥアラン郡、プナンパン郡共

同最終処分場） 

内容：最終処分場では、一日 450ｔのゴミが運ばれており、ペットボトルや缶などの資源物も一

緒に回収されている。スカベンジャーが 20 名ほど、有価物を回収していた。分別工場（日本で

はリサイクル工場にあたる）があり、衣類、紙類、プラスチック類、金属類などに分別していた。

プラスチック類はマレーシア国内に再生工場がないため、クアラルンプール経由でバングラデ

ッシュに送られている。機材はエジプト製で機材は連邦政府が調達し、運営はクアラルンプー

ルの民間会社が行っている。防水シートなどの排水対策はなされておらず、ゴミから出る排水

は垂れ流しされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑最終処分場                  ↑スカベンジャーが資源ごみを回収     ↑リサイクル工場 
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2008 年 5 月 20 日（火） 

訪問先：EAC（Environmental Action Committee） 

面談者：Ms.Susan（連邦政府環境部 Environment Control Officer） 

    Ms.Zahrah（Project Officer, EAC） 

    Ms.Heren（EAC） 

内容：EACは、「環境の保護によるよりよいクオリティー・オブ・ライフ」を目指し、1997年に設立。

マレーシア観光・文化・環境省大臣が代表を務め、サバ州の政府系機関および NGO が主な

委員となっている。サバ州では、EACサバは、EACコタキナバル、EAC プナンパン等、10の支

部を持つ。専任スタッフは 3 名であるが、単独で NGO のように活動をしているわけではなく、

地域市民や NGO と政府とを結ぶ中間支援的な、半官半民の組織である。特に環境に係る啓

発活動を行っており、教育機関での環境教育（コンポストやリサイクルについて）、SEEN（サバ

州環境教育ネットワーク）の活動などを行っている。今後、①固形廃棄物、②川、③トイレにつ

いての教育や市民啓発を中心に活動していく方針であるため、固形廃棄物管理について指導

する本プロジェクトに合致する。研修のニーズとしては、タイプ別

のゴミの計量方法、市民への啓発の方法が挙げられた。今年度

はプナンパン郡において研修で作成するアクションプランを基に

活動し、モニタリングした結果、他地域へも拡大していくことを検

討している。 

 

 

↑EACへのプロジェクト説明          

 

 

訪問先：BBECⅡ（ボルネオ生物多様性・生態系保全プログラム） 

面談者：長谷川専門員（チーフアドバイザー）、井口専門家、田島専門家、佐々木調整員 

内容：本プロジェクトの説明を行い、BBECⅡプロジェクトの概要説

明を受けた。自然環境や生物多様性のグリーンの分野について

は、BBEC が、廃棄物のブラウンの分野については本プロジェクト

が担い、All JICA として協力しているといえる。今後も継続して情

報共有していくことを打ち合わせた。 

 

 

    ↑BBECⅡオフィスにて 

 

 

5 月 21 日（水） 

訪問先：プナンパン郡役場 

面談者：Mr.Orgasdtin（プナンパン郡保健局長、EAC プナンパン代表） 

内容：プナンパン郡は、人口 178,822 人（27,288 世帯、2010 年には、203,922 人となることが予

想されている。）であり、郡の半分がクロッカーレンジ国立公園であり、住民の 80％が沿岸部

に住む。プナンパン郡では、住居・地方自治省により、リサイクルセンター（資源物回収所）が

７ヶ所設置されているが、うち 5 つは、①住民がリサイクルセンターに動物の死骸を捨てたり、
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燃やしたりするなどの啓発不足のため、②回収業者が1センターあたり、月に 1,500円の回収

料金を求めたりするため、閉鎖状態にある。残りの 2 つは学校敷地内にあり、機能している。

学校敷地内のリサイクルセンターが機能しているのは、①学校のリサイクルプログラムなどで

の参加が見られるため、②収益金が学校に還元されるため、③リサイクルを進めることを指導

する人材がいるため、④リサイクルセンターを破壊する住民などから守られているため、継続

して機能できていると分析している。プナンパン郡は 26 村あり、今後全村落にリサイクルセン

ターを設置できるよう政府に 6千万円の予算を申請している。 

 プナンパン郡では、1978 年に散乱ごみ条例、1984 年に（環境及び資源の）保護と衛生条例

が制定されている。ゴミ収集と処理は、プナンパン郡役場が担当しており、ゴミは一日当り 85ｔ、

月に255t、年に30,600ｔある。ゴミ収集関係で75人の職員の給与ため、平均月に225,000円、

年間 270万円の費用、及び 18台のゴミ収集車の維持と燃料代として、1,350 万円の費用がか

かっている。分別回収はしておらず、ゴミのリサイクル率は不明である。郡内にはゴミ処理施

設はなく、コタキナバル市のゴミ同様に Kayu Madang 最終処分場に運ばれている。3R 啓発活

動は、郡内でのキャンペーンや、NGO との連携による川の清掃キャンペーン（3,300 人が参

加）、郡内の学校によるリサイクル活動などが挙げられる。郡役場は、こうした取り組みに銀行

など企業、NGO、学校などと連携して取り組んでいる。住民への啓発に苦慮しており、まずは、

学校での環境教育に力を入れていきたい意向である。有価物以外のゴミは廃棄されており、

市民へのゴミ削減のための啓発ニーズは高い。 

 

↑プナンパン郡役場との協議          ↑記念品を交換                  ↑役場前にて調査団と EAC メンバー 
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訪問先：SMK St. Michael 

面談者：Ms.Meny（校長） 

内容：1819年創立、1968年政府系学校となった、教員数72人、生徒数1208人の伝統のある

進学校。環境教育に熱心に取り組んでおり、校内の設備（カーテンや机など）の材料を廃材な

どからリサイクルして使用している。また、廃材であるココナッツを花植えポットとして並べると

いう取り組みでマレーシアの記録（ギネスブックのようなもの）を所持している。環境教育は 3

つのレベルのモジュールを実践しており、昨年 200 名以上が 1 モジュールの評価を受け、180

名の生徒が合格している。その他、生徒の家庭によるリサイクル素材使用コンペティション、

校内でのリサイクルセンター設置、コンポストの導入などの各種取り組みを行っている。校長

以下、学校を挙げて、徹底した環境教育を実践しており、地域への影響も大きいものがあると

思料された。 

 

↑リサイクルコーナー            ↑校長先生による環境教育プログラム紹介 ↑ココナッツの花植えポット 

 

↑スリッパにもリユース材を使用       ↑カーテンやカバーも端切れ布を使用    ↑調査団と EAC メンバー 

 

以上 

関連資料 

別添 1：案件概要表 

別添 2：PDM 

別添 3：調査項目表 

別添 4：プロジェクト説明資料（英語） 

別添 5：プロジェクト説明資料（ベトナム語） 

別添 6：ハノイ市 3R イニシアチブ活性化支援プロジェクト説明資料 

別添 7：ホイアン市地図 

別添 8：SMK Tamparuli 環境教育プレゼンテーション資料 
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別添 9：EAC テクニカルアドバイザープレゼンテーション資料 

別添 10：プナンパン郡廃棄物分野プレゼンテーション資料 







別添3

事前調査項目
情報収集対象 ベトナム 日本の協力 備考

1 廃棄物の法体制　国・地方の役割
国
ホイアン市

【国】
・ベトナムアジェンダ21（2004年8月）
※環境に配慮し持続的な開発を目指す。
・国家環境保護戦略（2003年12月）
※開発と環境の調和による持続的社会の形成を目指す。2020年までに資源の循環的利用率目標値30％を目指し
ている。
・国家環境保護法の改正（2006年7月施行）
※分別収集・リサイクルによる資源の循環的利用の推進が明示されている。
【事業対象地域】
・ホイアン市での廃棄物管理・廃棄物減量化に関する条例や規則は？
条例や規則はあるが、具体的な内容ではない。廃棄物の管理や減量化はどちらかと言えばリサイクル企業が直接
民間企業や個人と交渉し、資源ゴミの回収を推進しているが、それはすべて「資源ゴミ＝現金」という生業的な感覚
に過ぎず、ゴミの減量やリサイクルという意識は低いと感じられる。また、粗大ゴミ、家電ゴミ、車、バイクなどに対
する規制もなく、修理店によって「使える部品」、「使えない部品」が判断され、使えないものに関してはダナン、ホー
チミン、ハノイにあるリサイクル工場への転送かダンピング処理、または不法投棄などを行っている。

・ベトナム国別援助計画
※「生活・社会面の改善」
・JICA国別事業実施計画
※「環境」のうちの「都市廃
棄物管理」
･ハノイ市3Rイニシアチブ活
性化支援プロジェクト（2006-
2009）
・JOCV環境教育：ホイアン
市天然資源環境局

2 年間排出量
国
ホイアン市

【国】
・固形廃棄物の発生は2003年時点で年間1500万トン
・そのうち約80％（1280万トン）は都市ごみ
・都市ごみの発生は、ハノイ市やホーチミン市など大都市が全体の半量（600万トン以上）
・ハノイ市では2020年に現在の3倍のごみ量となることが予想される。
【事業対象地域】
・ホイアン市全体のごみ量は、一日あたり平均40トン。
・回収、運搬、処理等を行うため、1,461,615,000ベトナムドン（10,000,000USD弱＝11億4千万円）という経費がかか
る。

3 ・一人当たりの排出量／年
国
ホイアン市

【国】・ベトナムの人口8416万人／年間排出量1500万トン＝1782トン
【事業対象地域】・ホイアン市の人口8万人／年間排出量14600トン＝0.18トン

4 ・資源化量・資源化物の種類など ホイアン市
【事業対象地域】
残留しているごみの中には、生ごみが約76%で、残りが固形廃棄物のプラスティック、ポリ袋、グラスのビン、医療廃
棄物等となっている。

生ごみが50％を占める現状から、生ごみ
の分別収集・コンポスト化、環境教育の
推進による「もったいない」意識や「美化
意識」を変化し、ごみだしルールの徹底
による美観向上と収集作業の効率化が
図られ、街中のごみの散乱が減少でき
ると期待できる。【ハノイ3Rプロジェクト】

5
廃棄物の収集・処理体制 処理方法・
廃棄物の組成

ホイアン市

【事業対象地域】
・Minh An（ミンアン）、Cẩm Phô（カムフォー）、Cẩm Châu（カムチャウ）の３地区のモデル地域において、実験的なゴ
ミ分別収集を今年より実施している。
・上記地区は、ホイアン市に13地区あるうちの3地区で、中心部の旧市街地であり、世界遺産にも指定されている
歴史保存地区。燃えるゴミ、燃えないゴミの2分類で、曜日毎に収集日を指定している。
・ホイアンの１３地区ある地域のうち、１２地区でゴミの回収が始まっており、残り１地区（チャム島）は船による回収
が決定されつつある（５月１日現在）
・ Cù Lao Chàm （チャム島）湾の景観保存・管理に関する市の政令に基づき、Hươngビーチにおけるゴミ分別の実
験モデルを確立。
・チャム島は、人口4000人、ホイアンのクアダイビーチから18㎞沖。ダイビングスポットにもなっていることから、市と
しては、今後観光開発に力を入れていきたい地域。
・しかし、処分場はなく、ごみ収集も行われておらず、現在は野焼きや不法投棄が行われている状況で、既に許容
量を超えている。「島」という土地的に限られた条件における廃棄物処理・管理が課題となっている。
・生ゴミに関しては、かなり高い割合で家畜のえさとして再利用されているが、不燃ごみの処理が問題。

⇒沖縄の島々ではどうやって処理してい
るのか？沖縄の島々では、どのような廃
棄方法、処理方法をとっているのかを参
考にし、「開発型」ではなく「地域型」、つ
まりソフト面からのアプローチ方法を確
立したい。【JOCV松本氏】

6
収集世帯と人口、処理施設の整備状
況

ホイアン市
・収集時間は、朝7～10時、午後4～5時の2回。分別収集された廃棄物は、同じ処分場に運び込まれた後、燃える
ゴミは野焼き、燃えないゴミはそのままダンピングしている。

7 廃棄物処理計画 ホイアン市 1の質問に同じ。

8
3R推進計画等とその実績、アクション
プランなど

ホイアン市 ・ ３R活動を展開したばかりで、まだ経験が浅いため、効果的な結果が得られていない

9
これまで行ってきた啓発事業の内容と
効果

ホイアン市

【事業対象地域】
＜啓発事業の内容＞
・ホイアン市は、1999年に「古い町並み」が世界遺産に登録されている。「町なみ保存」、「水質汚染の改善」、「廃棄
物管理」等の環境保全の重要性を強く認識しているが、地域住民の環境に対する意識の高まりのための取り組み
の方策確立について、知識・経験不足から、苦慮している。
・一般レベルでの環境問題についての共通認識の向上や、個人レベルでの不燃物処理や３R活動向上に向けた啓
発活動の実施。具体的には、①ゴミ収集車によるアナウンス、②歴史保存地区の宣伝カーでのアナウンスを行っ
ている。歴史保存地区では、午後５時以降は、バイク乗り入れ禁止を行うなど景観保存に向けた様々な取り組みを
行っており、その一環として、環境に関する啓発活動を実施している。
＜課題＞
・ ゴミ分別に関して、一部住民の意識が未だ高くない。
・ 上記3地区を除く地域では、ゴミ分別はもちろん、ゴミ収集そのものが、まだ行われていない。従って、観光地にも
関わらず、ゴミ箱が設置されているのも3地区のみ。
・ Cù Lao Chàm （チャム島）、Cẩm Kim（カムキン）村、Cẩm Thanh（カムタイン）村などの僻地や農村地では、これ
から廃棄物収集計画を立てていく必要があるが、家が粗密に点在しており、また畦道が細くて収集車が入れない
地域もあり、経済的かつ効率的な計画作りが必要。
・ ホイアン市民はこれから大量消費型のライフスタイルへ移行しようとする段階であり、今現在は大きな問題になっ
ていないが、これからが課題。現状では、むしろ、観光客の持ち込む廃棄物が問題になっている。

・ 観光に力を入れている点や、温暖な気
候など共通点が多い。また、上記の通り
チャム島では、島固有の問題を抱えてお
り、沖縄の経験から得られるものは多い
と期待している。
・ 一方で、ホイアンでは、中心市街地の
一部地域での分別収集を開始したもの
の、その他の地域では、ゴミ収集そのも
のがまだ行われておらず、取り組みが遅
れている。３Rを研修のメインに据えつつ
も、個別に研修生からリクエストがあった
場合には、僻地における廃棄物収集計
画の立て方等、廃棄物管理全般に係る
助言を行って頂けると有意義なものにな
ると思料される。【ベトナム事務所小島
氏】
＊ベトナムの水環境
ユニセフの統計によると、ベトナムで改
善された水源を継続して利用できるのは
全人口の73％、ホイアンでは58％と6割
に満たない。下水道はほとんど普及して
おらず、整備が急がれている。(JICA
HP)

10 行政と民間の関係（住民・NPO・企業） ホイアン市

基本的にクアンナム省やホイアン市による条例や規約などにより住民の生活環境を管理している。クアンナム省や
ホイアン市の資源環境局では主に住民や企業に対する規制と罰則について啓発し、違反者に対して罰金を課して
いる。住民に対しては、まず、婦人会、青年団等に対してトレーニング（昨年はゴミ分別のトレーニングが行われ
た。その方法は、１地域を対象にし、その中をまた地区ごとに４～６つのグループに分け、ゴミの種類や処理方法、
地区のゴミの現状等について話し合い、発表するという手順。）このトレーニングを行ったのはチャム島保存管理事
務所（Văn quản lý bảo tồn Cù Lao Chàm）のTrinhさん（ゴミ環境）でホイアン市におけるゴミ管理を重点的に担当し
ている。

1
どんな組織や個人がいるのか、組織力
や得意分野、住民との関係

ホイアン市 特になし

2
これまでの活動実績、効果など、また、
キーマン・住民や団体同士の関係性

ホイアン市 特になし

3
リサイクルに関して実績ある団体・パー
トナーとなりそうな団体

ホイアン市 特になし

1
廃棄物を排出している主な企業。環境
問題や地域貢献に関心のある企業

ホイアン市

廃棄物（主に生ゴミ）を出しているのは、ホイアンにあるホテル、レストラン（約７０カ所）。
地域貢献に関心の高いレストラン、ホテルは「Hai Cafe」「ビクトリアホテル」
※Hai Cafe=　WWFが協賛しているレストランで、環境局とも共同して環境活動を行っている。
※ビクトリアホテル（フランス人オーナーの管理によるリゾートホテル）。環境局が行う保全活動に積極的に参加し
ており、意識が高い。

2
啓発事業に協力してくれそうな企業ま
たは経済団体など。

ホイアン市 「Hai Cafe」「ビクトリアホテル」

1
スキャベンジャーの実態、扱う品目、売
価、問屋の関係

ホイアン市

・インフォーマルセクター（周辺農村部の貧困層。3分の2が女性）が、紙、プラスチック、缶などの循環資源の回収
に中心的役割を果たしている。
紙類は１㎏で２０００ドン、空き缶（主にジュースやビールのアルミ缶）は１本３００ドン、ペットボトルは１本２００ドン。
（レート：１０００ドン＝７円）

2
資源問屋などの資源化物の流通ルー
ト、品質

ホイアン市 現在、ホイアンにリサイクル工場はなく、主にダナン、ハノイ、ホーチミンへ転送される。

3

資源化は、行政の仕組みよりも、民間
の経済活動として担われているような
ので、その実態、施設など、また住民と
の関わり、住民の資源物に対する意
識、資源物の排出方法など行政資料に
現れていない部分

ホイアン市

まず、資源ゴミを拾い集める人（特に登録などなく、誰でも資源ゴミを集めて持って行くことができる）は中継基地ま
でゴミを持ち込み現金を得る。町では天秤をかついだおばさんや、自転車に乗ったおばさんが資源ゴミ（アルミ缶、
ペットボトル、プラスチックなど）を拾い集めている。また、この中継基地を管理しているのは国ではなく民間組織
（名前は分からず）。その後、中継基地で集められた資源ゴミは、回収トラックによって紙、ペットボトル、アルミ缶な
ど資源ゴミごとにリサイクル工場へ運ばれる。住民は「資源ゴミはお金になる」ことを知っているので、自然に分別
排出になっている。しかし、それがゴミの減量と結びついているとは思えない。また、瓶については殆どがお店で回
収されており、リターナブルとして再生されている。以前、ご飯屋さんで瓶ビールを持ち帰ろうとしたら、「瓶なのでダ
メです」と断られたことがある。

ホイアン市

・今年になって新処分場の供用を開始したばかりで、新処分場は中心市街地から車で１時間くらい。旧処分場は10
分くらい。
新処分場への移転を始める予定であったが、周辺住民の強い反対により移転できず、現在も旧処分場を利用して
いる。また、聞くところによると、この旧処分場の隣に新たにゴミ処理場を建設する予定となっている。

1
散乱ごみの実態・これまでの対策と

その効果
ホイアン市

河川沿いや空き地、主要道路脇等で放置ゴミ、散乱ゴミを見かける。主に、ビニール袋やお菓子の袋、発泡スチ
ロールなど。現在はCông yt công trìng công cồng（公共土木工事公社）による清掃活動、婦人会や青年団による自
主的な清掃活動による対策がなされているが、道路上の散乱ゴミが減っている様子はない。

ホイアン市

・松本隊員（青年海外協力隊、環境教育）がホイアン市天然資源環境局にて以下の活動を行っている。
・小中学校、青年団・婦人会に対する環境教育
・排水処理技術の紹介、ホイアンに適する排水処理法の企画
・ゴミ処理技術、特に３R活動の啓発・推進、現在行われている活動、政策の改善策提言
・ホイアン祭りに向けた企画運営（水質改善イベント等）

◇　国・地方自治体について

◇　民間（住民・NPO・資源化業者・企業）

◇　処理施設などの現場

◇　散乱ごみ・不法投棄の現場

◇　啓発活動・環境教育の現場

廃棄物関連の基本データ

・住民組織やNPO

・排出企業

・資源化業者
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事前調査項目
情報収集対象 マレーシア 日本の協力 備考

1 廃棄物の法体制　国・地方の役割
国
プナンパン郡

【国】
・第8次国家開発計画
※「廃棄物の削減、再利用の促進」、「循環型社会を促進」、「リサイクルに係
るモデル事業の実施」等を今後の方針として掲げている。
・廃棄物管理国家戦略計画（NSP：National Strategic Plan for Solid Waste
Management）
※「持続可能な廃棄物管理」を目指し、3Rを推進する。目標は、2020年まで
にリサイクル率を22％となる。
・リサイクル推進の主な担当部署は、住宅地方自治省（MHLG)
・2006年7月現在、廃棄物のリサイクル率は約2－5％程度。
・廃棄物管理法は制定済みか？
【地方自治体】
・家庭・事業所・公共機関等から排出される都市廃棄物の管理責任は地方自
治体に属している。
・一方、産業・建設廃棄物の管理は、民間の廃棄物処理業者への委託にて
実施している。
・現在、マレー半島で収集されている廃棄物の約95－97％が最終処分場に
運ばれる。
・3－5％がリサイクル業者や再生業者によるリサイクル、あるいは排出者に
よる自己処理と推定される。
・プナンパン郡での廃棄物管理・廃棄物減量化に関する条例や規則は？

・2003-2004年開発調査「マレーシア
廃棄物埋立処分場の安全閉鎖及び
改善に係わる調査」
・2004-2005年開発調査「マレーシア
国リサイクルマスタープラン策定調
査」

2
・年間排出量 国

プナンパン郡

【国】
・2004年、約8.7百万トンの都市廃棄物が排出されたと推定される。
・廃棄物減量化について対策がとられない場合、2020年には15.7百万トンに
なると予想される。
・現在、廃棄物管理コストは、最終処分だけで年間8億6千万リンギット（約272
億円）かかっており、何の対策もとられない場合、その倍の16億リンギットが
費用になると予想される。
【事業対象地域】
・プナンパン郡の年間排出量とその処分コストは？

3 ・一人当たりの排出量
国
プナンパン郡

【国】・マレーシアの人口2664万人／8.7百万トン＝3.3トン
【事業対象地域】・プナンパン郡の人口137000人／年間排出量

4 ・資源化量・資源化物の種類など
国
プナンパン郡

【国】
・都市廃棄物からの主な資源物（全体のリサイクル率は4.5％）
（1）食品ごみ：49.3％
（2）紙ごみ：17.1％
（3）廃プラスチック：9.7％
（4）ガラス：3.7％
（5）鉄：1.6％
（6）アルミニウム：0.4％
・プナンパン郡の資源化物の量・種類は？

5 廃棄物の収集・処理体制　処理方法・廃棄物の組成 プナンパン郡

・リサイクル資源物の収集
（1）地方自治体、NGO、その他民間組織による買取センター、コレクションセ
ンターを通じた収集。
（2）民間のリサイクル資源収集業者を通じた収集。
・プナンハン郡の廃棄物収集・処理体制は？処理方法、廃棄物の組成は？

6 収集世帯と人口、処理施設の整備状況 プナンパン郡 ？
7 廃棄物処理計画 プナンパン郡 質問1に同じ
8 3R推進計画等とその実績、アクションプランなど プナンパン郡 ？
9 これまで行ってきた啓発事業の内容と効果 プナンパン郡 ？
10 行政と民間の関係（住民・NPO・企業） プナンパン郡 ？

1
どんな組織や個人がいるのか、
組織力や得意分野、
住民との関係

プナンパン郡
・Environmental Action Committee（EAC）は、マレーシアサバ州の環境保全
局から運営資金を受け取り、活動している。

別添資料参照

2
これまでの活動実績、効果など、
また、キーマン・住民や団体同士の関係性

プナンパン郡

・EACが中心となって、コタキナバル市役所や郡役場と共に廃棄物啓発活動
を実施している。
・EACは、サバ州内の各所に支部を置き、支部の運営は地元のボランティア
が中心となって行われている。このボランティアの人たちが中心となって、郡
や市などの自治体と協力し、啓発キャンペーンをおこなっている。

別添資料参照

3 リサイクルに関して実績ある団体・パートナーとなりそうな団体 プナンパン郡 ・Environmental Action Committee（EAC） 別添資料参照

1
廃棄物を排出している主な企業。環境問題や地域貢献に関心
のある企業

プナンパン郡 ？

2 啓発事業に協力してくれそうな企業または経済団体など。 プナンパン郡 ？

1 スキャベンジャーの実態、扱う品目、売価、問屋の関係 プナンパン郡

【マスタープラン開発調査】
・リサイクルには、廃棄物を排出する発生源となる家庭や排出事業者から、
収集事業者、仲介業者、リサイクルセンター、再生事業者、NGO、CBO、ウエ
ストピッカーなど、様々な主体が関わっている。
・プナンパン郡のスカベンジャーの実態、扱う品目、売価、問屋の関係は？

2 資源問屋などの資源化物の流通ルート、品質 プナンパン郡

【マスタープラン開発調査】
・都市廃棄物からの主な資源物
（1）食品ごみ：食品ごみの大規模コンポストは取り入れられていない。

（2）紙ごみ：リサイクルにまわされる紙ごみの多くは発生源で分別・収集され
ている。発生源分別は、市場価値の高い特定の種類の紙に限られている。

（3）廃プラスチック：PETボトル、PE、PPを含む廃プラスチックはリサイクルの
ための収集活動が活発に行われている。しかし、紙ごみ、金属に比べると比
較的渇が低いため、発生源分別は限られたものとなっている。

（4）ガラス：リサイクルされるガラスには、ガラス瓶、保存容器、色つき・無色
ガラスが含まれる。発生源の分別はあまりされていない。ガラス瓶製造工場
の数は限られており、国内需要は低い。ガラス瓶のリユース市場は存在して
いる。

（5）鉄：国内では様々な鉄スクラップ取引市場が存在している。発生源分別
および業者との直接売却が多く行われている。

（6）アルミニウム：資源の取引価格が高いために、発生源分別および直接売
却が多く行われている。
・プナンパン郡の資源化物流通ルート、品質は？

3

資源化は、行政の仕組みよりも、民間の経済活動として担われ
ているようなので、その実態、施設など、

また住民との関わり、住民の資源物に対する意識、資源物の
排出方法など行政資料に現れていない部分

プナンパン郡

【マスタープラン開発調査】
・これまでに住宅地方自治省は、リサイクルに係る意識向上のために様々な
努力をしてきているが、リサイクルに対する市民の意識や行動様式の中での
変化はまだ充分に進んでいない。
・住民の関心の大部分は、取引価値の高いリサイクル資源の分別と売却に
限定されているのが現状。
・プナンパン郡の資源化の実態と施設、及び住民の資源化物に対する意識、
排出方法

→これらのことから意識啓発プログラムは、資源の
希少性、廃棄物の排出量及び最終処分量の増加
によりもたらされる将来的な社会的費用負担の増
大という視点から、廃棄物減量化の必要性につい
て焦点を当て、廃棄物問題の市民生活との直接・
間接的な関係の的確な理解・認識を高めるよう努
力する必要がある。

プナンパン郡

【マスタープラン開発調査】
・約170の廃棄物埋立処分場が稼動しているが、周辺の環境を汚染しない
「衛生埋立処分場」は10％程度。
・稼働中の処分場のほとんどが、向こう2年間で埋立の許容量を超える。
・2003年までの15年間に、衛生対策が施されないまま、約60の処分場が閉
鎖されている。
・廃棄物処理事業の民営化を進めている。
・プナンパン郡処理施設の現状。

1 　　散乱ごみの実態・これまでの対策とその効果 プナンパン郡

・サバ州は熱帯雨林等を豊富に抱え、自然豊かな場所ですが、コタキナバル
市や周辺の郡や町は年々住民の数や商店等も増え、プラスチックゴミなども
増加の一途をたどり埋立地はすでに限界に近いといった様相である。
・市民が何気なく川にゴミを捨てるのも日常茶飯事で、市内を流れる川はゴミ
で充満している。

プナンパン郡 ？

◇　国・地方自治体について

◇　民間（住民・NPO・資源化業者・企業）

◇　処理施設などの現場

◇　散乱ごみ・不法投棄の現場

◇　啓発活動・環境教育の現場

廃棄物関連の基本データ

・住民組織やNPO

・排出企業

・資源化業者
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